
基  本  理  念

市
で
は
こ
の
た
び
、本
庁
舎
建
設

の
基
本
的
事
項
を
ま
と
め
た

「
本
庁
舎
等
建
設
基
本
計
画
」
を
策
定

し
ま
し
た
。
こ
の
計
画
は
、
平
成
21
年

7
月
に
策
定
し
た
「
本
庁
舎
等
建
設
基

本
構
想
」、
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
市
民

会
議
や
各
地
域
の
説
明
会
で
の
ご
意

見
、
各
地
域
審
議
会
の
ご
提
言
を
参
考

に
し
な
が
ら
ま
と
め
た
も
の
で
す
。

　

市
で
は
、
後
年
度
負
担
の
軽
減
を
図

る
上
か
ら
も
合
併
特
例
債
の
活
用
期
限	

で
あ
る
平
成
27
年
度
ま
で
の
建
設
を
目

指
し
て
い
ま
す
。
こ
の
計
画
の
主
な
内

容
は
次
の
と
お
り
で
す
。な
お
全
文
に

つ
い
て
は
、市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
な
ど
で

ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。

●	

本
庁
舎
の
必
要
性

　

市
民
の
利
便
性
の
向
上
、
市
民
の
安

全
確
保
、柔
軟
で
質
の
高
い
行
政
運
営
、

年
間
１
億
円
以
上
の
無
駄
な
経
費
の
節

減
、
市
民
の
一
体
感
の
醸
成
等
の
面
か

ら
、
本
庁
舎
建
設
は
必
要
で
す
。

●	

本
庁
舎
建
設
の
基
本
理
念

　

本
庁
舎
建
設
に
あ
た
っ
て
は
、
左
記

の
よ
う
な
基
本
理
念
に
基
づ
い
て
進
め

て
い
き
ま
す
。

● 

建
設
候
補
地
の
決
定

　

多
く
の
公
共
公
益
施
設
が
集
ま
る
市

の
中
心
地
で
あ
っ
て
、
市
有
地
の
活
用

が
で
き
る
豊
科
近
代
美
術
館
と
豊
科
プ

ー
ル
跡
地
周
辺
ゾ
ー
ン
を
候
補
地
と
決

定
し
ま
し
た
。

● 

本
庁
舎
の
機
能
・
規
模

◎
本
庁
舎
に
備
え
る
機
能
は
、
ユ
ニ
バ

ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
市
民
会
議
か
ら
の

提
言
、
環
境
へ
の
配
慮
、
維
持
管
理

費
の
軽
減
を
念
頭
に
、
基
本
理
念
に

基
づ
い
た
庁
舎
と
し
ま
す
。

◎
各
階
の
配
置
は
、
利
用
者
が
多
い
窓

口
部
門
等
を
低
層
階
に
配
置
し
、
便

利
で
わ
か
り
や
す
い
動
線
を
確
保

し
、
市
民
の
皆
さ
ま
の
移
動
に
係
る

負
担
の
軽
減
を
図
り
ま
す
。

◎
本
庁
舎
の
規
模
は
、
延
床
面
積
を
約

1
万
8
千
平
方
㍍
と
想
定
し
ま
し

た
。

◎
本
庁
舎
に
は
防
災
広
場
と
し
て
活
用

す
る
豊
科
プ
ー
ル
跡
地
と
併
せ
て

７
０
０
台
程
度
の
駐
車
場
を
確
保
し

ま
す
。

● 

建
設
時
期

　

平
成
23
年
度
は
用
地
取
得
と
基
本
・

実
施
設
計
、
平
成
24
年
度
か
ら
平
成
27

年
度
初
旬
の
間
に
は
造
成
・
本
体
・
外

構
工
事
を
計
画
し
ま
し
た
。
開
庁
は
平

成
27
年
度
の
早
い
時
期
の
予
定
で
す
。

● 

総
合
支
所
の
機
能
・
規
模

◎
本
庁
舎
建
設
後
の
総
合
支
所
に
つ
い

て
は
、
地
域
づ
く
り
を
最
も
重
要
な

機
能
と
と
ら
え
、
地
域
公
民
館
と
一

体
と
な
り
、
地
域
固
有
の
行
事
な
ど

を
は
ぐ
く
む
と
と
も
に
、
地
域
の
問

題
解
決
に
向
け
、
市
民
と
行
政
が
協

働
し
て
取
り
組
め
る
体
制
と
し
ま

す
。

◎
戸
籍
・
住
民
票
な
ど
の
届
出
、
税
証

明
を
含
む
各
種
証
明
の
発
行
、
印
鑑

登
録
や
相
談
な
ど
の
窓
口
業
務
は
こ

れ
ま
で
ど
お
り
、
支
所
で
も
扱
い
ま

す
。

● 

既
存
庁
舎
の
活
用
方
法

　

現
在
の
本
庁
舎
と
総
合
支
所
は
、
既

存
建
築
物
の
耐
用
年
数
を
基
準
と
し

て
、
図
書
館
や
市
民
が
交
流
で
き
る
施

設
と
し
て
利
活
用
を
検
討
し
ま
す
。

【  別  冊  】

ご説明します
本庁舎建設
基本計画

基
本
計
画
を
策
定

10 万人都市にふさわしい市民サービスの提供と、
市民の安心安全を守る、使いやすい庁舎

●　市民誰もが利用しやすい、
まちづくりの拠点となる庁舎

●　周辺環境を生かし、自然エネルギーや
省エネ・省資源に配慮した庁舎

●　市民の安心安全を守る
　　耐震性や防災機能に配慮した庁舎
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参
照
）
こ
の
た
め
、
安
曇
野
市
は
約

22
億
円
の
減
額
に
な
り
ま
す
。

こ
の
制
度
は
、
も
と
も
と
合
併
前
か

ら
決
め
ら
れ
て
い
た
も
の
で
、
市
で
は

こ
の
措
置
を
踏
ま
え
て
財
政
運
営
を
し

て
い
ま
す
。

　

合
併
前
か
ら
の
学
校
、
庁
舎
、
保
健

福
祉
セ
ン
タ
ー
、
保
育
園
な
ど
の
建
設

事
業
に
充
て
た
一
般
会
計
分
と
し
て
約

３
５
８
億
円
、
水
道
事
業
整
備
の
た
め

の
１
２
１
億
円
、
下
水
道
事
業
や
農

業
集
落
排
水
事
業
の
た
め
に
充
て
た

４
５
４
億
円
、
合
計
９
３
３
億
円
の
地

方
債
残
高
が
あ
り
ま
す
。（
図
3
参
照
）

こ
の
内
の
５
１
５
億
円
は
国
か
ら
の
普

通
交
付
税
算
定
時
に
算
入
さ
れ
、
市
の

負
担
分
は
４
１
８
億
円
で
す
。

普
通
会
計
分
の
地
方
債（
借
金
）の
人

口
１
人
当
た
り
の
金
額
は
、36
万
7
千

円（
次
ペ
ー
ジ
表
2
参
照
）で
、県
内
19

市
の
中
で
、
少
な
い
方
か
ら
3
番
め
と

な
り
ま
す
。
平
成
21
年
度
決
算
の
概
要

は
、
広
報
あ
づ
み
の
10
月
号
で
も
ご
覧

い
た
だ
け
ま
す
。

（図 3） 会計別地方債の残高

Ｑ
市
の
借
金
は
ど
れ
位
あ
る
の
？

［有利な借り入れを活用］

花子ちゃんの保育園建設

用語解説
〔普通交付税〕
地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地
域に住む国民にも一定の行政サービスを提供できる
よう、財源を保障するためのもので、地方の固有財
源です。額の算定にあたっては、定められた算式に
より、市町村ごとに計算されます。

〔普通会計〕
　一般会計、同和地区住宅新築資金等貸付事業特別
会計の２会計。特別会計として、国民健康保険、下
水道、介護保険など 12会計があります。
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概
算
事
業
費
は
、
表
１
（
左
記
）
の

と
お
り
で
す
。
費
用
の
算
定
は
、
近
年

の
他
市
の
新
庁
舎
建
設
の
事
例
、
本
市

の
過
去
の
施
設
整
備
の
事
例
な
ど
を
参

考
に
し
た
も
の
で
、
経
済
情
勢
な
ど
に

よ
り
見
直
し
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　
「
合
併
特
例
債
」
は
合
併
市
町
村
が

合
併
の
翌
年
か
ら
10
年
間
に
限
り
（
安

曇
野
市
の
場
合
は
平
成
27
年
度
ま
で
）

新
市
建
設
計
画
に
掲
げ
た
事
業
の
整
備

に
活
用
で
き
る
地
方
債
制
度
で
す
。
対

象
事
業
費
の
95
％
を
借
り
入
れ
る
こ
と

が
で
き
、
償
還
金
の
70
％
に
つ
い
て
普

通
交
付
税
算
定
時
に
基
準
財
政
需
要
額

に
算
入
さ
れ
ま
す
。償
還
は
20
年
で
す
。

（
図
１
参
照
）

平
成
21
年
度
末
現
在
の
発
行
率
は
、

合
併
時
に
取
り
決
め
た
発
行
可
能
額

（
建
設
事
業
分
３
５
０
億
円
、
基
金
造

成
分
36
億
８
千
万
円
）
の
22
・
３
％
と

な
っ
て
い
ま
す
。

合
併
特
例
債
を
借
り
入
れ
な
い
で
建

設
し
た
場
合
に
は
、
す
べ
て
市
負
担
で

の
建
設
と
な
り
ま
す
。

　
「
普
通
交
付
税
の
算
定
替
」
と
は
、

法
律
に
よ
り
合
併
後
10
年
間
は
、
合
併

が
な
か
っ
た
も
の
と
仮
定
し
て
、
普
通

交
付
税
が
算
定
さ
れ
る
措
置
で
す
。
合

併
後
11
年
目
か
ら
は
5
カ
年
の
段
階
的

減
額
（
激
変
緩
和
措
置
）
が
あ
り
、
16

年
目
か
ら
は
合
併
後
の
本
来
の
算
定

（
一
本
算
定
）
に
移
行
し
ま
す
。（
図
2

● 

本
庁
舎
等
の

　
 

建
設
事
業
費
と
財
源

概算事業費の内訳 金　額

庁舎建設費および外構工事費など 67億5千万円

想定用地等買収費 6億8千万円

備品購入費・移転費・基本設計費・実施設計費・工事監理費 5億1千万円

建物取り壊し費、補償費、仮設庁舎建設関連費など 4千万円

合　　計 79億8千万円

財源内訳　合併特例債借入額の内、地方交付税への算入見込額や交付金 47億9千万円

　　　　一般財源（建設基金等含む） 31億9千万円

（表１） 概算事業費と財源内訳

（図１） 合併特例債のイメージ

（図２） 算定替えのイメージ

市
の

財
政
状
況
に
つ
い
て

Ｑ  

「
合
併
特
例
債
」
と
は
？

Ｑ
普
通
交
付
税
が
減
る
と

聞
き
ま
し
た
が
。
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一般会計

358億円

121億円

434億円

20億円

水道事業 下水道事業 農業集落排水事業

市
負
担
分

合併特例債を
活用する場合

合併特例債を
活用しない場合

総事業費

交付税
算入分
Ⓑの70％

市負担分
Ⓑの30％

起債対象
事業費Ⓐ

借り入れ額
Ⓐ×95％＝Ⓑ

起債対象外
事業費

安曇野市の合併はH17年 10月

「合併算定替えによる
普通交付税の増加額」
※合併前の市町村が
　存続したとした場合

「合併後の本来の算定による普通
交付税の額」

1.0
0.9

0.7
0.5

0.3
0.1

H17 年度 H28年度 H33年度～

合併
算定替
適用額

市の
通常の
算定

5％



　

現
在
、
市
に
は
一
般
会
計
の
約

１
２
３
億
8
千
万
円
を
は
じ
め
、
合
計

で
約
１
５
６
億
8
千
万
円
の
基
金
が
積

み
立
て
ら
れ
、
計
画
的
に
執
行
さ
れ
て

い
ま
す
。（
図
4
参
照
）

　

普
通
会
計
分
の
基
金
（
貯
金
）
の
人

口
１
人
当
た
り
の
金
額
は
、
表
2
の
と

お
り
で
、
県
内
19
市
の
中
で
、
多
い
方

か
ら
6
番
め
と
な
り
ま
す
。

　

安
曇
野
市
の
財
政
状
況
は
、

今
す
ぐ
に
心
配
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
状
況
で
は
あ
り
ま
せ
ん

（
広
報
あ
づ
み
の
10
月
号
で
も

ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
）。
平
成

21
年
度
ま
で
に
実
施
し
た
合
併

特
例
債
対
象
事
業
と
し
て
は
、

安
曇
野
赤
十
字
病
院
の
建
設
補

助
約
34
億
6
千
万
円
や
学
校
給

食
セ
ン
タ
ー
、
保
育
園
、
交
流

学
習
セ
ン
タ
ー
な
ど
、
福
祉
、

教
育
の
施
設
整
備
の
ほ
か
、
基

金
積
み
立
て
で
、
合
併
特
例
債

と
し
て
約
86
億
4
千
万
円
を
発

行
し
て
い
ま
す
。
今
後
、
本
庁

舎
を
建
設
し
て
も
、
そ
の
こ
と

で
市
民
税
の
税
率
が
上
が
る
と

い
っ
た
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

市
で
は
将
来
を
見
据
え
、
本
庁

舎
建
設
が
必
要
と
判
断
し
て
い

ま
す
。
皆
さ
ま
に
頼
り
に
さ
れ

る
庁
舎
建
設
に
向
け
、
引
き
続

き
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い

申
し
上
げ
ま
す
。

Ｑ
市
に
は

ど
の
位
の
貯
金
が
あ
る
の
？

（表 2）普通会計における１人あたりの
基金（貯金）と起債（借金）の残高

ま
と
め

市
財
政
は
良
好
な
状
況
で
す

（図４）会計別基金の残高

［世代をわたって公平に負担］

太郎くんの学校

市町村 貯金 借金

安曇野市 12万 7千円 36万 7千円

※県内19市中、貯金は多い方から6番め、借金は少ない
　方から3番め
※H21年度決算統計より。Ｈ22.3.31住民基本台帳人口：9万7,400人。
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一
般
会
計

水
道
事
業

山
林
財
産
区

農
業
集
落
排
水
事
業

下
水
道
事
業

介
護
保
険

国
民
健
康
保
険

123億
8千万円

7億
5千万円2億

5千万円

10億
3千万円

5千万円

2千万円

12億円
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